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第 6部 総合診療医の活動に関するモデルとなる事例集

総合診療（家庭医療）により小病院の経営を再建し，
医師確保や地域の多職種連携に貢献した事例

吉田　伸 1　　本田宜久 2

要旨

　ベッド数 96床の公立頴田病院は，老朽化と 4億円超の累積赤字に加え，大学の医師派遣
終了により運営困難となった．経営再建と新病院建設等を条件に 2008年に飯塚市より医療
法人博愛会に経営委譲された．米国医師の教育支援も受け，飯塚病院から派遣された医師を
中心に総合診療（家庭医療）の専門医育成を開始．結果，常勤医は 3名から 14名に増加した．
小児から高齢者まで，予防からケガの処置まで幅広く対応する総合診療外来，病棟でのリハ
ビリテーションや社会調整，通院困難者への在宅医療を切れ目なく提供し収益も大幅に改善
し，2012年に新病院も竣工した．同年厚労省在宅医療拠点事業を受託し，多職種連携を深
め地域包括ケアの発展に貢献した．英語論文投稿や国際学会発表も行い，欧米，アジア各国
の医師たちが見学に訪れるようになった．当院を卒業した医師たちも各地で同様の病院改革
を行っており，中小病院をコミュニティ・ホスピタルと位置づける再生モデルの一つとなっ
た．

（取り組みの背景）
　頴田病院は 96床の小病院で，福岡県の筑豊地域
にある人口 13万人，高齢化率 30.1％の飯塚市の北
端にある．病院周辺の高齢化率は 2017年で 38.3％
とさらに高い 

1）．1959年に頴田町立病院が開設さ
れ，1967年に竣工した建物には内科のみならず外
科，整形外科，産婦人科，小児科，眼科，耳鼻咽喉
科も抱える地域のミニ総合病院であった  

2）．2005年，
頴田町が飯塚市と合併し市立病院となったが，大学
医局派遣医師の減少に伴い各科の診療は縮小され，
2007年末には常勤医が院長を含めて全員退職する
ことになった．しかし，地域住民のニーズとしては
医療資源が少ない地域であることから病院存続が望
まれており，複数の疾患をもつ高齢者への内科的な
対応だけでなく，外科，泌尿器科，眼科，耳鼻科領
域の診療や小児診療の対応も求められていた 

3）．し
かし，病床の半分は空床で建物は老朽化し 4億円を
超える累積赤字を計上していた 

4）．それぞれの領域

1． 飯塚病院 総合診療科／飯塚・頴田総合診療専門研修プログラ
ム 臨床教育部

2．医療法人博愛会 頴田病院

別専門医を雇用することは，大学からの医師派遣が
困難になってきている現状からは難しく，また，収
益的にも採算が見込めない状況であった．公立病院
として運営を継続すると毎年 2億円以上の赤字を計
上し続けることが危惧され，また，医師確保のめど
も立っていなかった．
　以上の状況から飯塚市は民間への経営移譲により
病院を継続する方針を決定した．病院の経営状態を
改善し，3年以内に病院を建て替えること等の条件
で，頴田病院は麻生グループの医療法人である博愛
会に経営移譲されることになった．
　同時期，筑豊唯一の救命センターを擁し 20年の
臨床研修医制度の実績をもつ同グループの飯塚病院
（1048床）では，卒後 2年間の初期研修後の医師に
対してより専門性の高い教育を提供する後期研修に
も注力し始めていた．同院の初期研修を修了した医
師の中には，内科領域のみならず小児診療や皮膚診
療，整形外科診療，在宅医療などを総合的に学ぶこ
とを志向する者が，さらなる研修先を求めて他地域
へ転職することも見られていた．このような状況か
ら大病院だけで提供する総合診療ではなく，かかり
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つけ医としてのプライマリ・ケアや地域医療を提供
する形での総合診療医の育成プログラムが必要とさ
れるようになり，実際の診療の場として連携する小
病院やクリニックが必要と感じられていた．
　また，当時筑豊地域には急性期医療終了後のリハ
ビリテーションを提供する医療機関が不足してい
た 

5）．回復期のケアを必要とする患者が筑豊外の医
療機関へ転院せざるを得ない現実もあり，リハビリ
テーション病棟の不足は解決すべき地域医療課題で
もあった．
　このような状況を背景として，2008年 4月 1日
医療法人である博愛会としての頴田病院の運営が始
まった．院長については同院呼吸器内科所属では
あったが総合診療科で後期研修を行い，救命セン
ターでの幅広い診療も長く経験した医師が引き受
け，診療の質と経営の再建を両立する使命を担っ
た．
（導入の経緯）
　頴田病院は飯塚病院より車で 15分の距離にある．
経営再建にあたり，病床規模 10倍の飯塚病院と競
合するよりも互いの機能を補完しあうことが戦略的
にも地域課題の解決にも重要と考えられた．急性期
基幹病院が行わない機能を補完することを重要な戦
略とした．すなわち，かかりつけ医としての「プラ
イマリ・ケア診療，回復期リハビリテーションや社
会調整，在宅医療」などの機能であり，それは総合
診療（家庭医療）に非常に親和性が高い診療領域で
あるため，質の高い臨床教育を提供する病院になる
ことで常勤医師を集めることができると考えた．最
終的に常勤医師として飯塚病院の総合診療科より主
に総合内科の経験を積んだ医師数名が交代で頴田病
院に派遣されることになった．
　一方，高い水準で教育を提供できる人材を如何に
獲得するかが課題であった．そこで元九州大学医学
部教授で米国での診療経験から幅広い人脈をもつ
飯塚病院臨床研修顧問の尽力により，ピッツバー
グ大学メディカルセンターの家庭医療学部教授，
Jeannette E. South－Paul医師が紹介された．South-
Paul医師は当時家庭医療を教育する海外の連携事
業パートナーを探しており，地方病院ではあるが進
取精神にあふれ活き活きと学び診療する飯塚病院の
研修医と指導医を視察し連携を決断した．
　こうして基幹病院である飯塚病院と研修ローテー
ション先の頴田病院を軸とし，ピッツバーグ大学メ
ディカルセンター（UPMC）指導医の協力の下，世
界レベルの家庭医療（総合診療）教育を提供するべ

く飯塚・頴田家庭医療プログラムが設立された．飯
塚病院総合診療科井村洋部長をプログラム責任者
として日本プライマリ・ケア連合学会に承認され，
2008年の頴田病院再出発と同時に研修がスタート
した（UPMCとの正式な契約は 2009年） 

6）．

図　調印式

図　教育セッション後の記念写真 

事例の詳細
（研修プログラムによる専門研修の成功とその影響）
　2008年－ 2011年は主に飯塚病院臨床初期研修の
修了者から毎年 1名の専攻医が加入した．UPMC
の家庭医療指導医が年 6回，1回 2週間招聘され，
ティーチングラウンドとレクチャー，症例ディス
カッションにより家庭医療の教育を実施した．専攻
医らは初めての英語によるディスカッションで半ば
頭痛を感じながらも，米国指導医の指導から，家庭
医療（総合診療）のコンセプトや具体的な診療の方
法を学んだ．
具体的には
“貴方の担当患者が亡くなっても，あなたが診る家
族はなくならない”
“Care the Caregiver（介護者をケアせよ）”
という言葉から，個人のみならず家族を継続的かつ
包括的にケアを提供する姿勢を学び，また，
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“醤油を食卓に置かない”
といった分かりやすくて実行しやすい生活指導の方
法などを学んだ．このときの新鮮な驚きと学びを，
“ピッツだより”として病院ホームページ 7）と日本プ
ライマリ・ケア連合学会のメーリングリストに配信
し，同じく家庭医を志す日本の同年代医師と共有し
た．
　このような教育により医師数が増えるにつれて
組織的なリクルート活動も開始でき，2012年には
初めて飯塚病院以外の初期研修を修了した若手医
師 4名がプログラムに参加した．以後毎年概ね 4名
の新規専攻医獲得に成功している．結果，常勤医は
2008年の 3名から 2017年には 14名へと増加した．
より組織化された指導体制が必要となり，UPMC
指導医との教育プログラムの目標は従来の診療各論
のディスカッションよりも，どう質の高い家庭医療
プログラムを指導医チームで運営するかにシフトし
た．同センターと新たに提携された年 1回，10日
間のピッツバーグで開催される Faculty Development
（指導医養成）コースへ若手指導医を派遣し，教育能
力の組織化に努めた．
　結果として多くの専攻医の先輩がいる環境，家庭
医が学びながら診療できている現場は若手医師に
とっては専門的な指導の機会，適切適量な診療業務
の割り当て，ロールモデルとの出会いに繋がり，ま
た多くの医師によるワークシェアリングを通し家
事・育児・病気療養のため診療カバーを行う体制も
確保した．プログラム設立から 2018年 3月まで当
家庭医療プログラムは 10名の修了者中 10名が日
本プライマリ・ケア連合学会家庭医療専門医を取
得し，2018年 3月時点で在籍する家庭医療専攻医
は 11名であり，九州最大規模の家庭医療プログラ
ムとなっている．また，本プログラムに占める女性
医師の割合は 29％（17名中 5名），女性スタッフ医
の出産・育児休暇を経ての復帰支援は述べ 3回を数
え，男女の共同参画，適切なワークライフバランス
を維持しているといえる．
　家庭医の貢献は頴田病院内にとどまらず，飯塚病
院救命センターや医師会急患センターで小児科も診
られる夜間休日の救急外来診療医の役割も果たして
いる．筑豊地区での乳児健診事業もプログラム開設
時より担い始め，現在は年間およそ 70回前後の健
診を引き受けている．これらは，地域の小児科専門
医や医師会開業医の負担軽減に寄与していると考え
られる．婦人科診療に関しても頴田病院内に 2016
年より婦人科外来を設け，高齢者の婦人科感染症や

子宮頸がん検診などを地域産婦人科医の指導のもと
で家庭医が実施する体制を形成しつつある．
　これらの診療および教育体制を維持し，また改善
および学術活動による発信もしていくために，家庭
医の研修修了後もさらに学び続けられる制度を構築
した．2014年度より日本在宅医学会の専門研修施
設の認定も得，2017年度末までに在宅専門フェロー
シップに計 5名が参加し，3名が専門医を取得して
いる．また，2016年度より京都大学医学部附属病
院 臨床研究教育・研修部の協力をえて臨床研修フェ
ローシップも開始し，現在 2名の家庭医療専門医が
研究フェローとして，頴田病院で勤務しながら研究
活動を行っている．
（病院の再建と地域の多職種連携への貢献）
　このような，個々の医師の家庭医（総合診療医）
としての研修を拡充することと併行し，頴田病院
のアイデンティティ確立にも努めてきた．2008年
7月に開催した院内の頴田病院将来構想発表会にお
いて，“小病院は老人の墓場ではない．後方病院で
もない．地域医療の最前線である．”というメッセー
ジを打ち出した．急性期医療を縮小し，かかりつけ
外来，リハビリテーション，在宅医療へ医療の軸足
をうつすことが，負け組の医療ではなく地域医療の
尊い使命であることを医師のみならず，看護師やリ
ハビリテーションセラピスト，事務職員に至るまで
多職種に浸透させた．このメッセージについては，
2012年に福岡で開催された第 3回日本プライマリ・
ケア連合学会学術大会においても，「小病院におけ
る病院総合医の役割を考える」シンポジウム 4）の中
で発表し，急性期病棟医療や救急外来診療以外の
「小規模医療機関における医療サービスとは何か」を
上記のコンセプトで説明した．
　この将来構想に沿って，外来・病棟・在宅医療の
ワンストップサービスを提供できる体制 8）が構築さ
れた．小児から高齢者まで，予防からケガの処置ま
で幅広く対応する総合診療外来のみならず，回復期
病棟でのリハビリテーションや地域包括ケア病棟，
そして大規模な在宅医療センターにおいて通院困難
な虚弱高齢者や進行癌患者に対して外来・病棟・在
宅医療という 3つの診療スタイルで継続的チーム医
療を提供することが可能となった．また，飯塚病院
腎臓内科からの応援医師で地域の透析ニーズに答え
るべく 43床の透析センターも 2009年に開設した．
以上のような施策の結果として収益も改善し，2010
年以降毎年 5％以上の黒字決算が続き，飯塚市との
約束通り 3年以内に新病院着工を果たし，2012年 5

－318－



第6部 総合診療医の活動に関するモデルとなる事例集

月に竣工した（左：旧病院　右：新病院）．
　同年には厚労省の在宅医療拠点事業に採択され，
市や地域医師会の協力を得て多職種連携研修会を開
催し，事例検討会やワークショップなどを盛り込
みながら，地域の多職種の「顔の見える」関係づく
りに尽力した  

9）．この研修会は医師会や市が主体と
なって事業を継続し，現在も飯塚地域の地域包括ケ
アシステム構築のため，主要なカンファレンス，会
議，研修会を開催している．結果として頴田病院の
在宅医療も拡大し，患者数・在宅看取り（施設含
む）数は年々増大し，福岡県有数の在宅医療支援病
院として 2017年度には年間 100名を超える在宅看
取りを行った．このような活動を背景に，在宅看取
りと病院見取りでのコスト比較研究も行い英文論文
の投稿を行った 

10）．

成果
　2008年度～2017年度の家庭医療（総合診療専門
研修）プログラムおよび頴田病院の成果は以下の通
り．
＜人材の部（資格取得の重複あり）＞
頴田病院職員数
　　2008年度　69名→ 2017年度　249名
常勤換算頴田病院医師数
　　2008年度　 3名→ 2017年度　14名
家庭医療専攻医加入（2008年-2017年） 21名
　うち　家庭医療専門医取得者 10名
　　　　取得者の進路：頴田病院に残留 4名
　　　　　　　　　　　新規開業 1名
　　　　　　　　　　　継承開業 2名
　　　　　　　　　　　大学入局 2名
　　　　　　　　　　　近隣医療機関勤務 1名
総合内科専門医取得 4名
在宅フェローシップ加入 5名

　うち　在宅専門医取得済 3名
臨床研究フェローシップ加入 2名
＜診療の部＞ 2008年度 2016年度
平均一日入院患者数 50.6名 91.5名
平均一日外来受診数 100名 117名※
訪問診療在医総管／施医総管算定患者数
 28名 301名
在宅看取り患者数（居宅+施設）
 11名 98名
※ 2008年度と 2016年度比較すると外来患者数は微
増だが，外来単価は約 2千円，外来収益は約 1億
円増加している．当時は分包機の性能上 14日処
方しかできなかったが，現在は長期処方が可能と
なっていることが要因と考えられる．
＜経営の部＞ 2008年 2016年
総収益 5.8億円 21.6億円
（2010年以来，経常黒字を継続している）

＜地域への貢献＞
2012年度に厚労省在宅拠点事業を受託し，地域の
多職種連携と地域包括ケアシステム構築に貢献し
た．以降，地域医師会や地方自治体が行う以下の事
業，協議会等に参画し，継続的に地域の多職種の
「顔の見える関係づくり」に貢献している 11)．

2012年度 厚生労働省 在宅医療連携拠点事業 
2013年度 福岡県高齢者地域支え合い体制づくり事

業
 地域医療再生交付金在宅医療推進事業
2014年度 地域医療再生交付金在宅医療推進事業
 福岡県地域ケア会議推進支援事業 
 新たな財政支援制度在宅医療推進事業
 社会福祉振興助成事業“認知症で悩む方

と家族の支援に関する事業”
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2015年度 在宅医療介護連携推進事業
2016年度　2017年度
 飯塚地域 5ブロック地域包括ケア推進協

議会 

 ＜国際的な貢献＞
・論文発表
Kentaro Kinjo et al. Cost of physician-led home visit 
care (Zaitaku care) compared with hospital care at the 
end of life in Japan. BMC Health Serv Res. 2017; 17: 40. 
Published online 2017 Jan 17.   9）

・海外講演
Yoshida S. The financial and clinical perspectives of 
Japanese community-based integrated care and the 
physician-led home visit care (Zaitaku Care), Global 
Conference on Integrated Care, Singapore, Feb. 2018

（考察と今後の展開）
①事例に総合診療医の専門性がどう活かされたか
　頴田病院の事例は，急性期病院で初期研修や後期
研修として救急医療や一般内科病棟を経験した若手
医師のうち，地域医療に将来従事したいがすぐに開
業などの経営責任を負うことまでは難しいという考
えを持つものに対して，コミュニティホスピタル
（中小病院に地域医療のコンセプトを与えたもの．
後述）という中間の場でチーム医療による診療安全
と教育機会を提供し，結果的に医師確保を果たした
と考える．そこで重視される専門性であるが，日本
専門医機構が提唱する総合診療専門研修が目標とす
る資質・能力は以下の 7つである  12）．
1） 包括的統合アプローチ
2） 一般的な健康問題に対する診療能力
3） 患者中心の医療・ケア
4） 連携重視のマネジメント
5） 地域包括ケアを含む地域施行アプローチ
6） 公益に資する職業規範
7） 多様な診療の場に対応する能力
　この点についてコミュニテイ・ホスピタルは，
病棟では主に高齢者を対象として患者・家族の意
向，時に急変時対応に関する Advance Care Planning 
（ACP）を交えながら院内の多職種と協働して亜急性
期・社会調整・リハビリーテーションを基軸とする
ケアを提供し，外来ではプライマリ・ケアとして幅
広い年齢の住民に内科領域のみならず整形・外傷・
小児科・婦人科も含めた初療・再診にあたり，在宅
医療では医療介護福祉と連携しながら患者・家族中

心の地域包括ケアを提供できる．そして，外来・病
棟・在宅の診療サービスを自前で取り扱っているた
め，認知症の診断から看取りまで，担癌患者の在宅
医療からレスパイト入院までに代表されるような継
続的ケアを提供でき，これは学びたい専攻医にとっ
ては長期的な視点で自らの担当患者の診療に責任を
もつことにつながり，患者家族にとっては担当医師
の提案を通して様々な診療の場を選択でき，かつ総
合診療医チームによる継続的な診療を受けられるこ
とになる．そして病院であるため指導医も含めス
タッフを多く抱えることができ，専攻医は日々のプ
レゼンテーションを通して様々な先輩医師や職種が
長年の業務で培った職業規範について教わる機会も
増え，これらの対話により学び合う組織文化の醸成
にも繋がる．つまり，コミュニティ・ホスピタル
では住民や周辺医療機関から求められる医療サー
ビスと総合診療専門研修の専門性，そして診療・
研修のサステイナビリティが合致すると考える． 
　今後の課題は地域の診療所と行政との更なる連携
強化である．コミュニテイ・ホスピタルにおける総
合診療医の限界として，検査機器の豊富な外来と病
棟，そして大規模な在宅センターを有するが故に医
学的に重症かつ不安定な患者が集まりやすい傾向に
ある．より生活に根ざしたかかりつけ先としてのプ
ライマリ・ケア外来を提供している地域開業医や，
医師会・行政の主導する公益性の高い地域保健事業
などにコミュニティホスピタルの総合診療医たちは
参加してその趣旨を学び，人員の供給や教育体制の
構築，そして事業分担・連携に努めていく必要があ
ると感じている．（吉田）
② タスクシフティングの可能性（臓器別専門医の負
担軽減，他業種連携）
　厚労省は 2017年の新たな医療の在り方を踏まえ
た医師・看護師等の働き方ビジョン検討会の報告
書 13）において，医師の働き方調査を元に，多くの医
師は，潜在的には地方での勤務に魅力を感じ，キャ
リア形成や生活への支障を来たす要素が除かれれ
ば，地方で従事する可能性が多く秘められているこ
とを意味すると報告している．つまり，本事例は地
方都市の私立中小病院が医師にどのような働き方を
提供できたかというテーマを包含している．頴田病
院を研修・診療の拠点となす飯塚・頴田家庭医療
/総合診療専門研修プログラムは平成 30年 4月時
点で，指導医の平均年齢が 39.5歳（男性 67％，女
性 34％）であり，頴田病院勤務中に男性医師が延べ
5回，女性医師が 2回妊娠・出産・育児を経験して
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いる．専攻医は平均年齢 29.6歳（男性 62％，女性
38％）であり，当プログラム在籍中に妊娠・出産の
うえ，時短勤務で復職を果たしながら育児を続け
る専攻医もいる．つまり，前項のような専門性を
発揮した診療と研修のため地方にやってきた医師
は，同時に多くのライフイベントに直面する世代で
もあり，その組織的対応が欠かせない．一方で医師
のキャリア意識に関しては年齢が高くなるごとに
変化し，より多様化する 13）．頴田病院でも外来・在
宅・病棟診療のトリプルタスクに加え，内部運営・
研修教育・地域保健・体外連携などの各活動が年を
重ねるごとに増えていく．これらを両立すべく，頴
田病院では半日一コマを基本単位として様々な業務
を各自に割り当てる緻密な勤務表をドクター・セク
レタリーと共に作成しており，仕事のクラスター化
を通したワークシェアリングを実践している．ま
た，年休消化が業務目標となっており，管理者や指
導医自らが育児のために半休をとり，業務引き継ぎ
を行いながら専攻医たちにも休暇取得の支援をする
ことでワークライフバランスを奨励する勤務文化の
醸成に努めている．また，夜勤に関しては以前より
専攻医に対して月の上限を定め，内部で超過しない
ように交代する体制をとっていたが，2017年から
の労働基準監督署の指導を通して頴田病院での夜間
勤務者はその後平日日勤帯の業務免除ができるよう
にシフト表を改変し，対応を試行している．まとめ
ると医師の労務管理には，理念と技量を整えた医師
集団によるワークシェアリングが必要であり，その
方策として現場で医師を育成する総合診療専門研
修プログラムを運営することと，個々の業務量と
内容を可視化するシフト管理体制を採用してきた． 
　上記のような総合診療医本体の労務整備と併行し
ながら，我々は以下のような多職種および臓器別専
門医に対するタスクシフティングを試みてきた．
・ 頴田病院の回復期リハビリテーション病棟では

2012年より総合内科医 1名が病棟患者 30名の主
治医を務め，回復期リハビリテーション入院料 2
の目標を達成し続けてきたが，当該医師退任に伴
い 2018年 4月より家庭医 4名と院長による病棟
診療体制に移行した
・ 透析患者の入院担当を家庭医が担当し，土曜日透
析回診も行うことで透析医の業務負担が軽減した
・ 直近 10年間，飯塚病院の救急センター小児外来
を家庭医が週 2コマ実施することで小児科勤務医
の夜間診療負担を軽減し，また乳幼児健診を年間
40回ほど家庭医が実施することで地域の開業小

児科医の負担軽減に貢献している
・ 当プログラムの家庭医が飯塚医師会急患センター
の当直を年間約 80日，飯塚病院救命センターの
救急車当直を年間約 120日請け負っており，2次
～3次の幅広い地域救急医療に貢献している．ま
た，頴田病院が在宅医療を提供する患者は 9割が
ACPを実施し事前指示書に内容を記載しているた
め，急変時に不適切な救命センター搬送が発生し
づらく，発生しても細かな引き継ぎを在宅宅直医
師が行うため救急担当医師の診療負担が軽減する
　今後の課題としては，総合診療医のチームを率
い，教育・研究・労務・経営・連携の 5点をそれぞ
れマネジメントする管理者の育成がある．頴田病院
では 2018年 4月より新たに医長，診療センター長
制を導入し，待遇・専門教育・役割分担の整備を加
速した．これら管理医師の 33％が女性であり，個
人および労働者としての幅広い権利を擁護しつつ地
域医療のプロフェッショナルたる医師を育成し医療
機関を維持する体制の具現化を目指している．（吉
田）
③医療や社会に与えるインパクト
　公的機関が維持できなくなった病院を民間移譲と
いう形で継続に成功したことは医療や社会に与える
インパクトが大きいと考える．医療機関は社会に必
要なインフラである．時に採算性を度外視しても地
域に必要な医療を提供しなければならない場合もあ
り，それが公営の医療機関が多い理由でもあろう．
実際，2016年度の公立病院の経営状況によると経
常収支が赤字の病院は全体の 61.7％であった  14）．ま
た，黒字と言っても一般会計繰入金を収益に含めた
結果であることも多く，繰入金を除けば医業費用
は医業収支を大きく上回っていることが現状であ
る 15）．このような状況で，財政に余裕のない小さな
自治体が病院事業を継続することは難しく，当時人
口 7千人の旧頴田町の公立病院であった頴田病院の
存続が難しくなったことは自然の流れであると考え
る．
　民間病院として医療法人博愛会頴田病院が病院事
業を再建するにあたり，総合診療を中心とした医療
を提供することを経営戦略とした．
　高齢化の進む地域に住み，複数の疾患を有した高
齢者が，複数の専門医に通院することが難しくなっ
てきている．公共交通機関を使うことも容易ではな
く，子息も仕事の都合で送迎は容易ではない．通院
はタクシーを利用することが多くなり，年金が収入
の多くを占める世帯の金銭的負担を考えると，医療
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の質，コストと同様以上に，アクセスが重要になっ
てきた時代といえる．一か所の医療機関で幅広く
様々な疾患をケアできることが，頴田病院の経営再
建にあたり重要な価値提供になると考えた．一方
で，ニーズが必ずしも多くない小児や外傷・皮膚領
域などの診療や健康診断などを各専門医が担うこと
は，採用が難しいだけでなく，採算も合わない．し
かし，総合診療医が複数の疾患を同時に対応し，重
症・希少な疾患については非常勤の専門医や近隣の
総合病院へ紹介する連携で，採算に見あう体制を構
築できた．
　このような環境分析から総合診療を中心とした経
営再建を戦略の中心におくこととしたが，その方針
をスムーズに運営できたのは，民間経営ならではの
スピード感ある柔軟な意思決定ができたことが大き
いと考えられる．（本田）
④ 他の地域での応用可能性とその実現のために必要

な事項
　ここまで頴田病院の総合診療医が院内外で地域医
療に貢献してきた事例を述べてきたが，このような
中小病院をどう呼称すべきか定義されたものがな
い．筆者らはコミュニティ・ホスピタルと呼んでい
る．頴田病院の経営再建による新病院建築が落成し
た際，以下のように投稿したのが初出である． 「外
来での疾病予防からレスパイトを含めた入院診療，
退院後の往診まで引き受ける病院機能を構築できた
ことで，より包括的に，より継続的に医療とケアを
提供する Community Hospital としての魅力を，中小
病院に創り出すことに成功したのである．」 16） ．こ
の呼称はシンガポールでも使用されており，リハ
ビリテーションを含む回復期のケア，創傷のケア
や緩和ケアのみならず，外来リハビリテーション，
時には訪問看護や訪問医療も提供されている  17)．ま
た，欧州においてもプライマリ・ケアのみならず二

図　頴田病院の経営再建戦略

図　自治体病院医業収益・支出（一般会計繰入金除く） 15）
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次医療，長期的ケアに貢献する Community Hospital
が存在している 18）．このことから，筆者らはコミュ
ニティ・ホスピタルという概念が日本のみならず世
界の高齢社会の課題解決に役立つ病院の概念だと理
解できた．そして 2018年 1月，頴田病院とシンガ
ポールの St. Luke’s Hospitalは相互に学びあうべく
Memory Of Understandingを交わした．
　さらに大きな展望として，筆者らは頴田病院の成
功を独り一病院のものに留めるのではなく日本に広
げ，さらには遅れて高齢社会を迎える国々にも貢献
することを志している．
　日本全国に 8600ある病院のうち 5600の病院が
200床以下の病床数であり，多くの病院が人材不足
と赤字に悩んでいる 19）．そのような病院は医療が必
要とされていない地域にあるわけではなく，医療
ニーズはあっても医師が集まらないために必要な医
療を提供できないことが収益悪化につながってい
る．皮膚科，小児科，耳鼻咽喉科，整形外科，外
科，泌尿器科，産婦人科，リハビリテーション科な
ど各専門医師を招聘することはさらに困難である． 
また，一方で多くの国民が人生の最後をなるべく
「自宅で療養したい」と願っている 20）が，各領域の専
門医が分野ごとに適切な医療を提供することは現実
的に難しい．頴田病院の事例で示したように，予防
医療やかかりつけ医診療，自宅退院を支援する回復
期医療やリハビリテーション，在宅医療を含めた継
続的なケアや地域包括ケアを，総合診療医が切れ目
なく提供することが地域課題の解決に有用であり，
このような対応ができる病院こそが地域コミュニ
ティに根差す中小病院のモデルでなりうるだろう． 
　地域に総合診療医が在籍する病院が存在する意義
は大きい．その人材育成として，飯塚・頴田家庭医
療プログラムも新専門医制度に合わせるため飯塚・

頴田総合診療専門研修プログラムを併設し，日本専
門医機構の認可を得て 2018年 4月より新たに 4人
の専攻医を迎えて総合診療Ⅰ研修を頴田病院，飯塚
病院と西日本各地のへき地離島医療機関の連携によ
り実施する予定である．
　そして，そのような重要な使命を担う中小病院を
全国に広げたい思いで，2016年Community Hospital 
Japanと題した活動を 4病院（頴田病院，金井病院，
豊田地域医療センター，森の里病院）の有志で開始
した．いずれの病院にも頴田病院での研修を修了し
た医師が在籍しており，その経験を生かして病院運
営に貢献している．200床未満の病院で，総合診療
医が様々なニーズに応えるべく診療に従事し，教育
を受け，研究を行い，地域の健康や繁栄に貢献す
る．そのような明るい未来を日本中で実現したい．
今後は，上記病院のアクティビティーやデータの集
計，経営改善の学会報告などを継続して行う予定で
ある．いずれは 4病院のみならず，共通の価値をも
つ全国各地の中小病院にコミュニティ・ホスピタ
ル・ジャパン活動に参加いただき，医療の質と経営
を両立した病院が地域に根差し，総合診療医ととも
に地域，日本，世界の健康と繁栄に貢献すべく活動
を続けていきたい．（本田）
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